
令和 3年 12 月 2 日 

 

令和4年度都区財政調整区側提案事項 

 
特別区は、首都直下地震への備え、超高齢社会への対応、子育て支援策や社

会インフラ老朽化対策など、大都市特有の膨大な行政需要を抱えている。さら

に、新型コロナウイルス感染症への対応など、取り組むべき喫緊の課題が山積

している。 

一方、日本経済においては、新型コロナウイルス感染症の影響の中、各種政

策の効果や海外経済の改善もあって、持ち直しの動きが続いているものの、そ

のテンポが弱まっており、依然として厳しい状況にある。 
そのような中で、これまでの法人住民税の一部国税化等の不合理な税制改正

により、特別区の貴重な財源は一方的に奪われており、特別区の財政運営は、

より厳しい状況にさらされている。 

こうした状況を踏まえ、特別区では区間の相互理解・協力のもと主体的に協

議を行い、現在の社会経済状況の中で特別区が果たすべき役割に的確に対応で

きるよう、都区財政調整区側提案事項を吟味し取りまとめた。 

都においては、特別区の自主的、計画的な行財政運営を確保する観点から、

特別区の調整結果を尊重し、区側提案に沿った整理が行われるよう協議に応じ

られたい。 

１ 都区間の財源配分に関する事項について 

大規模な税制改正や、都区の役割分担の変更等が行われる場合には、そ

の影響額を見極めたうえで、特別区に必要な需要額が担保されるよう配分

割合の見直しを行うこと。 

２ 特別区相互間の財政調整について 

保育所等の利用者負担の見直しなど特別区の実態を踏まえ、主体的に調

整を図った区側提案を基本に、当該年度のあるべき需要が適切に算定され

るよう整理すること。 

３ 都区財政調整協議上の諸課題について 

特別交付金、都市計画交付金について、課題の解決に向けて具体的な検

討を進めること。 



 



事　　項　　名 区分 内 容 説 明

職員健康管理費 充実
職員の健康診断等に係る経費について、実態に基づき算
定充実

地域コミュニティ活動支援費 充実
区が実施する事業や町会・NPOなどの地域団体への支援
に係る経費について、実態に基づき算定充実

住民基本台帳ネットワークシ
ステム運営費

充実
住民基本台帳ネットワークシステムの運営に要する経費に
ついて、実態に基づき算定充実

会計管理費（預金利子） 充実
歳計現金等の運用による預金利子収入について、実態に
基づき算定充実

企画調査費 改善
企画立案に資する調査、計画に係る経費について、実施実
態に基づき算定改善

住居表示管理費 改善
住居表示の事務に係る経費について、実施実態に基づき
算定改善

事　　項　　名 区分 内 容 説 明

生活困窮者自立支援事業費(被
保護者就労準備支援事業等）

新規
被保護者健康管理支援事業について、新規算定
あわせて、被保護者就労準備支援事業について、国庫補
助事業の改廃を踏まえ、算定改善

避難行動要支援者個別計画策
定経費

新規
避難行動要支援者ごとに、避難支援等を実施するための計
画の作成に要する経費について、新規算定

国民健康保険事業助成費（オ
ンライン資格確認システム運
営負担金）

新規
オンラインでの被保険者資格確認の実施に係る経費につ
いて、新規算定

【単位費用】【態容補正】国
民健康保険事業助成費（子ど
もに係る国民健康保険料の均
等割額の減額措置）

新規
子育て世帯の負担軽減の観点から、未就学児に係る均等
割保険料の5割を軽減する経費について、新規算定

後期高齢者医療制度事業助成
費（健康診査委託料）

新規
後期高齢者医療制度における健康診査事業に係る経費に
ついて、新規算定

【経常・投資】放課後児童ク
ラブ事業費

充実 放課後児童クラブ事業費について、実態に基づき算定充実

私立保育所施設型給付費等 充実
公定価格の見直し（栄養管理加算の拡充等）に伴い、施設
型給付費について、算定充実

【態容補正】私立認定こども
園施設型給付費等

充実
公定価格の見直し（給食実施加算の拡充等）に伴い、施設
型給付費について、算定充実

令和４年度都区財政調整区側提案事項関係資料

（基準財政需要額の調整項目）

【議会総務費　６項目】

【民生費　１１項目】
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事　　項　　名 区分 内 容 説 明

利用者負担（保育所等） 充実
保育所等に係る利用者負担について、実施実態に基づき
算定充実

女性福祉資金貸付金 縮減
配偶者のいない女子等に対して、経済的自立の助成と生
活意欲の助長を図るために行う貸付に係る経費について、
実施実態に基づいた見直しによる縮減

保育室運営費等事業費 廃止
小規模な認可外保育施設である保育室の運営費補助に係
る経費について、実施実態に基づき算定廃止

事　　項　　名 区分 内 容 説 明

住宅宿泊事業経費 新規 住宅宿泊事業に係る経費について、新規算定

健康診査（胃がんリスク検
診）

新規
健康診査（胃がんリスク検診）に係る経費について、新規算
定

公衆喫煙所維持管理経費 新規 公衆喫煙所の維持管理に係る経費について、新規算定

母子保健指導費（両親学級） 充実
母子保健指導における母親学級について、両親学級の実
施を踏まえ、算定充実

事　　項　　名 区分 内 容 説 明

【投資】清掃工場その他施設 改善
清掃工場の改築経費等について、東京二十三区清掃一部
事務組合の一般廃棄物処理基本計画の改定を踏まえ、算
定改善

【清掃費　１項目】

【民生費　つづき】

【衛生費　４項目】
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事　　項　　名 区分 内 容 説 明

商工振興費（中小企業関連資
金融資あっせん事業（緊急対
策分））

新規
現下の景気の悪化に対応するための中小企業関連資金融
資あっせん事業（緊急対策分）に係る経費について、新規
算定

商工振興費(工業振興費助成） 充実 工業振興に係る助成費について、実態に基づき算定充実

消費者対策事業諸費（消費者
相談）

充実 消費者相談に係る経費について、実態に基づき、算定充実

事　　項　　名 区分 内 容 説 明

建築行政費（防火設備定期検
査報告に係る予備審査等業務
委託）

新規
特定建築物の防火設備定期検査報告に係る予備審査等に
要する経費について、新規算定

耐震診断支援等事業費 新規
耐震診断支援等事業費について、都の耐震改修促進計画
の改定を踏まえ、新規算定

【投資・態容補正】防災生活
道路整備・不燃化促進事業
（まちづくり）

新規
防災生活道路整備・不燃化促進事業に係る経費につい
て、新規算定

事　　項　　名 区分 内 容 説 明

【小・中学校費】学校運営費
（学校給食牛乳紙パックリサ
イクル回収事業費）

新規
学校給食で提供する牛乳の空き紙パックのリサイクルに係
る経費について、新規算定

【小・中学校費】学校運営費
（学習状況調査費）

新規
小・中学校における学習状況調査に係る経費について、新
規算定

【小・中学校費】学校運営費
（家庭学習環境通信整備事業
費）

新規
児童・生徒一人一台のＰＣ導入に伴う、家庭学習環境通信
整備・通信費について、新規算定

【小・中学校費】学校運営費
（学校教育ＩＣＴ化関連経
費）

新規
児童・生徒一人一台のＰＣ導入に伴う、運用保守経費及び
ソフトウェアライセンス料等について、新規算定

【小・中学校費】学校運営費
（授業目的公衆送信補償金）

新規
教育現場において、教材等の著作物を公衆送信（インター
ネット送信等）して利用するため、権利者団体に支払う補償
金について、新規算定

【小・中学校費】学校運営費
（学校諸室冷房設備整備経
費）

新規
小・中学校の特別教室及び給食室に冷房設備を整備する
経費について、新規算定

【経済労働費　３項目】

【土木費　３項目】

【教育費　１４項目】
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事　　項　　名 区分 内 容 説 明

【中学校費】学校職員費（部
活動指導員報酬）

新規
部活動の顧問として技術的な指導を行う部活動指導員に係
る経費について、新規算定

学校図書館システム運営費 新規 学校図書館システムに係る経費について、新規算定

私立幼稚園等保護者負担軽減
事業費

新規
私立幼稚園等保護者負担軽減事業に係る経費について、
新規算定

障害者スポーツ推進事業費 新規
障害者スポーツの振興や環境整備等に係る経費につい
て、新規算定

【中学校費】学校運営費（部
活動講師謝礼等）

充実
顧問の教諭等と連携・協力し、部活動のコーチ等として技
術的な指導を行う部活動講師に係る経費について、実態に
基づき算定充実

私立幼稚園施設型給付費 充実
私立幼稚園施設型給付費について、実施実態に基づき算
定充実

放課後子ども教室推進事業費 充実
放課後子ども教室推進事業費について、実施実態に基づ
き算定充実

35人学級への対応 改善

「公立義務教育諸学校の学級編成及び教職員定数の標準
に関する法律の一部を改正する法律」の施行に伴い、35人
学級への対応を図るため、小学校の児童生徒数を見直すと
ともに、普通教室への転用経費を新規算定

事　　項　　名 区分 内 容 説 明

特別交付金 －
透明性・公平性を高めるとともに、可能な限り普通交付金に
よる対応を図るため、特別交付金の割合を２％を基本に見
直す

都市計画交付金 －
都区の都市計画事業の実施状況に見合った配分となるよ
う、抜本的に見直す

【教育費　つづき】

【その他　２項目】
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項 目 課 題 の 内 容

子ども医療費助成事業費
所得制限や公費負担割合について特別区の実態と乖離があ
る。

【経常・投資】投資的経費に
係る物騰率算出方法の見直し

現行の物騰率が特別区の実態に即したものになっておらず、
短期的な工事費の高騰を反映できていない。

令和４年度都区財政調整区側提案事項関係資料

（継続検討課題）

現在の社会経済状況等を勘案し、今後の状況の変化に応じ、提案を行う項目
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